
主催 埼玉県/株式会社武蔵野銀行/公益財団法人埼玉県産業振興公社

県内自動車関連企業等

２００名

下記URLまたは２次元コードよりお申込み下さい。
https://www.saitama-j.or.jp/seminar/cfp20241203d2/
※申込み期限：11月26日（火）16:00まで

講演① 「カーボンニュートラル（CN）が自動車産業に与える影響と
 県内自動車部品サプライヤーに求められる対応」
 株式会社 ぶぎん地域経済研究所
 調査事業部 取締役調査事業部長兼上席研究員 藤坂 浩司氏

講演② 「自動車業界に求められるカーボンニュートラルへの取組みと
CFP算出事例」
株式会社 ゼロボード

 営業本部 ソリューション開発室 室長 野底 琢氏

彩の国

埼玉県

無料

テーマ

対 象

定 員

受講料

申 込

2050年のCN（カーボンニュートラル）実現に向け自動車業界では、ＥＶ化などの製品使用段
階でのＣＯ２排出量削減だけでなく、あらゆる事業活動におけるＣＯ２排出量削減に取り組んで
います。対象範囲はＯＥＭ内に限らず、サプライチェーン全体や原材料の調達から廃棄までのラ
イフサイクル全体となっています。 ライフサイクル全体のCO2排出量を、製品一個当たりに換
算したCFP（カーボンフットプリント）の算出・削減が要求され始めており、中小企業としても取
組む必要がでてきています。本セミナーでは、CFPとは何か？ 自動車業界におけるCN・CFP
の動向、CFPの算出事例について紹介します。

開催日時 2024年12月3日（火） １３：30～１５：30 オンライン開催

12月3日(火)

第2回カーボンニュートラル普及セミナー
（CFP、EVシフト）

～CN・CFP（カーボンフットプリント）必要性とCFP算出事例～



本セミナー参加申込みにかかる個人情報は、共催者間で共有させていただきます。また、本申込みに記載された個人情報

は、本セミナーの運営の他、共催者からのご案内に利用させていただきます。なお、利用目的の全文など個人情報の取り扱い

については、各ホームページをご覧ください。
⚫ 埼玉県 : https://www.pref.saitama.lg.jp/a0304/kojinseido/index.html

⚫ 埼玉県産業振興公社 : https://www.saitama-j.or.jp/kojinjoho/

⚫ 武蔵野銀行 : https://www.musashinobank.co.jp/privacy/

[セミナー全般に関するお問合せ]

（公財）埼玉県産業振興公社

新産業振興部 技術開発支援G

さいたま市中央区上落合2-3-2

新都心ビジネス交流プラザ3F

TEL   :048(711)6870

E-MAIL： jidosha@saitama-j.or.jp 

お問合せ先

当日の視聴方法

ご視聴においての注意事項
⚫ Zoom約款に同意し、事前にアプリをダウンロードしていただく必要がございます。
⚫ インターネットは、Wi-Fi環境をおすすめいたします。接続にかかる通信費用はお客さまの負担となります。
⚫ セミナー内容の録音・録画・複製等２次利用を禁止いたします。不正アクセスを禁止いたします。

受付後のご連絡

⚫ セミナー前日までに、登録いただいたメールアドレスに
「視聴ＵＲＬ」をお送りします。

プログラム

個人情報の取り扱い

さいたまっち & コバトン

⚫ Zoom社のウェビナーを利用したオンラインセミナーです。
⚫ セミナー開始予定時刻の１５分前から、アクセスが可能です。

⚫ お送りした「視聴ＵＲＬ」でログインしてご視聴ください。

講演② 自動車業界に求められるカーボンニュートラルへの取組みと
CFP算出事例 【14:30-15:30】

講演① カーボンニュートラル（ＣＮ）が自動車産業に与える影響と
県内自動車部品サプライヤーに求められる対応 【13:30-14:30】

【講師】株式会社 ゼロボード 営業本部 ソリューション開発室 室長 野底 琢氏

【略歴】三菱リサーチ＆コンサルティングにて、環境コンサルティング業務に従事。その後
事業会社にて、環境分野のコンサルを担当する傍ら、「Zeroboard」β版の要件定 
義といった現在のサービスの根幹に関わる業務を担当。2021年9月、事業のMBO 
と同時にゼロボードへ転籍。現在は環境省や経済産業省のCFP実証、大手製造業
や小売業をはじめ多様な業種のGHG算定、LCA算定支援など幅広い分野を担う。
京都大学経済学部卒業。

【講師】株式会社 ぶぎん地域経済研究所
 調査事業部 取締役調査事業部長兼上席研究員 藤坂 浩司氏

     【概要】気候変動への対応に自動車産業の動向が注視されています。自動車関連事業 
者には、今後、どのような対応が求められるのか。CFP（カーボンフットプリント）な
ど規制動向を事例に取上げながら、県内自動車部品サプライヤーに与える影響    
を解説します

【略歴】日刊工業新聞社に26年間在籍後、2016年にぶぎん地域経済研究所に入社。埼
 玉県内の地域経済、地域産業調査を幅広く手掛ける一方、製造業全般に対する
取材経験が豊富。特に中小製造業やデジタル技術の動向に詳しい。
1990年 日刊工業新聞社入社

 2006年 北東京支局 支局長
2015年 日刊工業グローバルビジネスサポート取締役

 2016年 日刊工業新聞社退職、同年、ぶぎん地域経済研究所入社
 2024年 取締役 調査事業部長兼上席研究員

【概要】カーボンニュートラルの実現に向けては、国内外を問わず、各業界ではさまざまな
対策や変革を求められています。自動車業界においても、欧州を中心とした各種
規制を皮切りに、完成車メーカーだけではなく、部品を供給しているサプライチェー
ン各社の取り組みも求められてきています。昨年三重県でTier1-2企業とCFP実証

 事業を進めていった中で見えてきた課題などを踏まえ,今後の自動車業界に携わる
皆様に求められてくることなどについてお話しします。
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